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通貨換算率 

 本件調査では費用積算をケニア シリングで表示している。使用した通貨換算率は以下の通り

である。1.00 米ドル= 83.08 ケニアシリング= 82.8 日本円 2012 年 4 月 2 日現在 

 

内容について 

 本文は、2012 年 3 月に執筆したものである。 
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事業事前評価表 

国際協力機構 地球環境部 

 森林・自然環境保全第二課 

１．案件名                                           

 国 名：ケニア共和国 

 案件名：気候変動への適応のための乾燥地耐性育種プロジェクト 

Project on Development of Drought Tolerant Trees for Adaptation to Climate Change 

in Drylands of Kenya 

 

２．事業の背景と必要性                                     

（1）当該国における環境保全分野の現状と課題 

ケニア国では、半乾燥地及び乾燥地が国土の約 8 割を占めており、森林面積は国土の約

6.1％(FAO,2010)1にすぎない。そうしたなか、国内総エネルギーの約 70％を薪炭材に依存し

ており、とりわけ近年では人口増加に伴う薪炭材の需要増加、農耕地の拡大、過放牧等が

森林資源の荒廃や土壌の劣化を加速させており、自然資源に依存する農村住民の生活に支

障が出ている。また、ケニア国は気候変動の影響を最も受けやすい国の 1 つと考えられて

おり、過去 50 年間に深刻な旱魃が 13 回記録されているうえ、今後 100 年間で平均気温が 3℃

上昇するとの試算もあり、同国では旱魃等が更に起こりやすくなる可能性がある。 

上記の課題に対応すべく、JICA では環境保全分野をケニア国における援助重点分野とし

て位置づけており、なかでも半乾燥地における森林保全については 1987 年から 2009 年ま

での 22 年間にわたって協力を実施してきた。こうした長年の支援を通じて、ケニア森林公

社2（KFS）の社会林業の実施体制が強化され、農家による農地林造成技術等が順調に普及

されてきている。しかし、近年は気候変動の影響もあり、乾燥地等、樹木の生育環境が厳

しい地域においては、樹木を植林したとしてもそれらが十分に生育しないケースもある。 

こうしたなかケニア国政府では、造林樹種の育種研究の重要性を認識しており、我が国

からの支援を受けて設立されたケニア森林研究所3（Kenya Forestry Research Institute：KEFRI）

が中心となり、樹幹の形状に基づいたプラス木4の選抜等に係る研究を行っている。しかし

ながら、それらプラス木の成長や環境適応性については評価されておらず、選抜されたプ

ラス木が本当に優れているのか、十分な遺伝学的根拠に基づいた判断はできていない。ま

                                                  
1 FAO(2010) Global Forest Resources Assessment 2010 
2 ケニア国内の森林保護区における森林管理・保全、乾燥・半乾燥地の農地や屋敷地における森林被覆率の向上等に取

り組む、包括的な森林行政実施機関。76 カ所の Zonal Forest Office、150 カ所の Forest Station、250 人の Divisional 
Extension Officer により構成される。 

3 1986 年に JICA の無償資金協力により設立された、ケニア国森林・野生生物省傘下の政府系研究機関。東アフリカに

おける主導的森林研究機関として知られ、国内 6 カ所に地方支所を有し、職員数は 948 名に上る。①調査・研究、②

研究成果の普及・情報共有、③他機関との連携による研究活動の実施、④政府機関、NGO、住民に対する森林分野の

研修やセミナーの実施を活動の柱としている。 
4 樹高、直径、樹幹の形状等の見かけの形質に優れているために選抜された樹木の個体群で、遺伝的な性能については

評価されていないもの。 
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た、今後気候変動等への適応策を検討するうえで、遺伝資源及び選抜したプラス木の遺伝

的多様性に係る情報を整備することも不可欠であるが、それらの研究は初歩的なものに留

まっており、十分に評価できていないのが実情である。このため、国土の 8 割を占める乾

燥地・半乾燥地における植林が思うように進まない状況にある。 

かかる状況のもと、優良な種苗による植林を推進する体制を構築すべく、ケニア国政府

より、造林に適した優良品種の育種と普及に係る技術協力「気候変動への適応のための乾

燥地耐性育種プロジェクト（以下、「プロジェクト」と記す）の要請が提出された。 

 

（2）当該国政府国家政策と本プロジェクトの位置づけ 

2010 年に制定された新憲法には、①全国土に占める森林被覆率を 10％に増加させること

を目指す、②環境及び自然資源をケニア国民の福祉のために活用する、③天然資源及び遺

伝的多様性の保全、④自然資源及び遺伝的多様性に関する知識及び知的所有権の保持、⑤

環境の保全、管理における住民参加の強化等といった項目が明記されている。 

2007 年に制定された国家森林政策では、環境保全及び住民生計向上を上位目標とした林

業の経済・社会的貢献及び環境財・サービス供給の強化が謳われ、持続可能な森林管理の

重要な要素として、郷土樹種林の保全の重要性が強調されている。同政策において具体的

に設定されている目標は以下のとおり、①持続可能な森林活用・管理を通じた貧困削減、

雇用創出、生計向上への貢献、②土壌、生物多様性、植林、森林の持続的利用を通じた持

続可能な土地利用への貢献、③森林管理への民間セクター及び住民による参加の促進、④

木材、燃料材の供給のための林業及び乾燥地森林経営の推進、⑤林業における研究・教育

活動の強化による活力ある林業セクターの実現、である。また、2008 年にケニア国政府が

策定した「国家開発計画 Vision 2030」においても、森林関連の目標として、全国土に占め

る森林面積の 10％への増加、乾燥地における林業技術開発等が挙げられている。 

本プロジェクトは、育種研究能力の向上とその成果の普及体制構築を通じて乾燥地・半

乾燥地における郷土樹種の植林活動を推進し、持続的な自然資源の利用及び貧困削減を目

指すものであり、上記政策等と合致していると言える。 

この他、ケニア国政府は 2010 年に「国家気候変動対応戦略」を策定し、また同戦略を基

に現在「ケニア気候変動アクションプラン」を作成途中であるなど、気候変動対策にも積

極的に取り組んでいる。同戦略及びアクションプランでは、植林及び自然資源の持続的利

用を気候変動への適応策として挙げており、乾燥・半乾燥地での植林面積の増加を上位目

標とする本プロジェクトは気候変動の具体的な適応策の 1 つとして位置づけられる。 

 

（3）環境保全分野に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

国別援助方針の中で示された重点分野のうち、「環境保全」の項では、開発課題として「気

候変動の緩和と対策」が挙げられており、乾燥地及び半乾燥地が拡大している状況を防ぐ

ための森林の保全が取り上げられている。JICA はその下で、「気候変動対策プログラム」を
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実施しており、本プロジェクトはこの重点項目の中に位置づけられ、日本の援助政策に合

致するものである。 

JICA は、無償資金協力「林業育苗訓練センター建設計画」（1985 年～1986 年）、「林業育

苗訓練センター拡充計画」（1993 年）により現 KEFRI の本部研究施設及びキツイ研究セン

ターを建設した。また、技術協力プロジェクトとしては「半乾燥地社会林業普及モデル開

発計画(SOFEM)」（1997 年～2002 年）、「半乾燥地社会林業強化計画」（2004 年～2009 年）

等を通じて、乾燥・半乾燥地における植林・苗畑管理技術の確立や、ファーマーフィール

ドスクール（Farmer Field School：FFS）5手法を適用した農地林の普及活動等に現 KFS と共

に取り組んできており、農地における森林被覆率の向上や住民の生計向上に大きな成果を

上げている。 

 

（4）他の援助機関の対応 

世界銀行は、日本社会開発基金（JSDF）を通じた資金供与を、KFS に対して行い、FFS

支援を主な目的としたケニア半乾燥地ファームフォレストリー支援プロジェクト(SCBFFE)

を 2010 年から 4 年の予定で実施している。同プロジェクトは、JICA の「半乾燥地社会林業

強化計画」(2004 年～2009 年)の成果をもとに形成され、半乾燥地 3 県を主な対象とし、①

ファームフォレストリー関連の小規模農村ビジネスの支援と②FFS グループのネットワー

ク強化支援を通じて、対象地の持続的な生計向上を図ることを目的としている。 

フィンランド政府は、KFS との共同プロジェクトである Miti Mingi Maisha Bora プロジェ

クトを 2009 年から 5 年の予定で実施している。当プロジェクトは、持続可能な森林活用を

通じた貧困の削減を主要な目的とし、現在、プログラムマネージャー及び環境情報、エコ

ツーリズムの専門家が KFS 内でアドバイザーとして活動している。 

アフリカ開発銀行は、2006 年から 6 年間の予定でグリーン・ゾーン開発支援プロジェク

ト（GZDSP）を施行している。当プロジェクトは、ケニア中東部から西部にかけた森林地

域のバッファーゾーン周辺に居住する農民を対象として、農地林造成、植林、プロジェク

トマネジメント強化などを行っている。 

国連食糧農業機関（FAO）は、マウ複合林の保護林近隣の住民を対象に、森林を含む自然

資源のマネジメント能力の向上を通じて、持続可能な生計・経済活動の定着を図ることを

目標に、2009 年から 2011 年にかけて、Sustainable Livelihood Development in the Mau Forest 

Complex プロジェクトを施行した。具体的な活動としては、実施機関である KFS への人材

マネジメントに関するトレーニング、対象地域の農民に対する技術指導やデモンストレー

ションなどが行われた。 

欧州連合（EU）は、共同研究事業としての ACACIAGUM プログラムを、ケニアを含め

たアフリカ 4 カ国を対象に 2007 年から 2011 年まで実施した。このプログラムは、Acacia 

                                                  
5 農民が習得すべき技術の向上・普及・定着を目的として開催する、農民が主体的に参画する農民学校。同学校は定期

的に開催され、農民はグループごとに自主的に各種技術を実践し、その結果を分析し、お互いに学び合う。FAO が開

発し、世界各地で様々な分野で活用された。JICA はケニアにおいて社会林業の普及を目的として導入した。 
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senegal の生産に関する研究を通じて、アフリカの乾燥・半乾燥地域におけるアラビアゴム

の生産性向上を達成することで、同地域の住民の生計向上を図ることを目標としている。

ケニア国においては、KEFRI が共同研究のパートナーとなっており、Acacia senegal の評価

及びマッピング等に係る研究を行った。 

これらのうち、フィンランド政府が KFS と共に実施している活動については本プロジェ

クトとの関連が深く、本プロジェクトとの連携が期待される。 

 

３．事業概要                                           

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

ケニア国における郷土樹種である Melia volkensii6と Acacia tortilis7の育種研究の実践

及び優良種苗の供給・普及体制を構築することにより、同国における育種研究能力及

び普及システムの強化を図り、もって同国乾燥地・半乾燥地における郷土樹種の普及

を図る。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

  ケニア国キツイ、キブウェジ、ガリッサ等8 

 

（3）本プロジェクトの受益者（ターゲットグループ） 

 ケニア森林研究所（KEFRI）職員 約 20 名 

 ケニア森林公社（KFS）普及担当職員 約 50 名 

 ケニア国東部乾燥・半乾燥地の農民 約 100 万人 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 6 月～2017 年 5 月を予定（計 60 カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

  約 3.5 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

ケニア森林研究所(KEFRI)及びケニア森林公社(KFS) 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

 専門家派遣： チーフアドバイザー/普及（長期 1 名）、業務調整（長期 1 名）、育種

                                                  
6 郷土樹種であり、乾燥地に強い。また建材等としての経済的価値が高く、土壌浸食防止効果もあり、住民のニーズが

高い。 
7 郷土樹種であり、乾燥地耐性が特に強い。薪炭材や飼料木として有用であり、窒素固定能力も高い。 
8 普及の試行的活動を効率的に実施するため、KEFRI の地方拠点があるこれら 3 地域を主な対象地とする。 



v 
 

（短期・年間 3 名～6 名）等、5 年間で計 140MM 程度 

 カウンターパート本邦研修： 一般 26 名、準高級 4 名 

 機材供与： 研究用資機材等 

2）ケニア国側 

 カウンターパート配置（KEFRI 本部及び地方拠点、KFS 本部及び地方拠点） 

 日本人専門家の執務スペース 

 プロジェクト事務所 

 研究施設 

 プロジェクト活動経費 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：環境保全を目的とした案件であり、大規模揚水、用地取得、

住民移転などは発生しないため。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

ケニアの乾燥・半乾燥地は、ケニア国の中でも貧困層が多い地域である。したが

って、本プロジェクトの実施にあたっては、同地域の貧困層が裨益できるような優

良種苗の普及体制の構築に取り組んでいく。また、植林及び森林管理に関しては女

性が世帯やコミュニティにおいて重要な役割を担う可能性があることから、女性が

果たす役割を確認のうえ、普及・啓発活動を行う際には同役割について十分に配慮

する。 

3)その他 

 特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

JICA は、「半乾燥地社会林業強化計画（The Intensified Social Forestry Project in 

Semi-Arid Areas：ISFP）」（2004 年-2009 年）を施行し、ケニア国半乾燥地域における

苗畑・造林技術の確立及び社会林業の促進を行ってきた。ISFP は参加型学習アプロ

ーチによる FFS 手法を適用した農地林の普及をめざし、農民ファシリテーターは 234

名以上養成され、推定 6,400 名の農民エキスパートが卒業した。本プロジェクトによ

る研究成果を住民レベルで普及させていくうえでも、ISFP 等を通じて改善・強化し

てきた普及体制が有効活用できる。 

また、平成 21 年度二次補正予算による環境プログラム無償資金協力では、本プロ

ジェクトにおいても活用可能な資機材が供与される予定である。したがって本プロ
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ジェクトでは、同無償案件を通じて調達される資機材も有効活用しつつ各種活動を

行っていく。 

2）他ドナー等の援助活動 

 フィンランド政府は、KFS との共同プロジェクトである Miti Mingi Maisha Bora プ

ロジェクトを 2009 年から 5 年間の予定で施行している。当プロジェクトは、持続可

能な森林資源の利用を通じた貧困削減を主要な目的とし、現在、プログラムマネー

ジャー及び環境情報、エコツーリズムの専門家が KFS 内でアドバイザーとして活動

している。当プロジェクトでは乾燥・半乾燥地域での住民の生計向上に関し、林業

におけるマーケティングや起業に関する分析を行っており、これらは本プロジェク

トの普及活動を検討する際に有用な情報となり得ることから、適宜情報共有を行っ

ていく。また、本プロジェクトを通じて選抜された優良種苗について住民等に普及・

啓発活動を行う際にも連携を図っていく。 

 

４．協力の枠組み                                         

（1）協力概要 

1）上位目標： 

ケニア国乾燥・半乾燥地において、優良な種苗を用いた郷土樹種の植林が普及する。 

指標： 

ケニア国乾燥・半乾燥地において優良な種苗を用いた郷土樹種が 2,000ha 以上植林さ

れる。 

2）プロジェクト目標： 

乾燥地・半乾燥地における郷土樹種の植林促進のために必要な研究能力及び普及シ

ステムが強化される。 

指標： 

・プロジェクト開始後 3 年目以降優良な Melia volkensii の種苗を用いた植林が年間

400ha 以上行われる。 

・Acacia tortilis の育種研究計画が策定される。 

 

3）成果及び活動 

成果１：郷土樹種（代表的に Melia volkensii と Acacia tortilis を対象とする）の分子生物

学的研究を実施するための KEFRI の研究能力が強化される。 

 

指標： 

1-1 Melia volkensii 及び Acacia tortilis の DNA マーカー9が開発される。 

1-2 Melia volkensii と Acacia tortilis のプラス木ごとの遺伝子型が特定される。 

                                                  
9 DNA 塩基配列上の特定の位置に存在する個体や系統の違いを表す目印となる領域。 
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1-3 遺伝的多様性保全ガイドライン10が作成される。 

活動： 

1.1 緯度・経度、乾燥の程度等に基づいた Melia volkensii、Acacia tortilis の分布を

調査・確認する。 

1.2 Melia volkensii と Acacia tortilis の個体群の遺伝的多様性を特定する。 

1.3 Melia volkensii と Acacia tortilis の遺伝的多様性保全ガイドラインを作成する。 

 

成果 2：郷土樹種（代表的に Melia volkensii と Acacia tortilis を対象とする）の育種を実

践するための KEFRI の研究能力が強化される。 

指標： 

2-1 Melia volkensii と Acacia tortilis のプラス木が選抜される。 

2-2 Melia volkensii の採種園11及び Acacia tortilis の実生採種林12が造成される。 

2-3 Melia volkensii の優良クローン13が選抜される。 

活動： 

2.1 Melia volkensii と Acacia tortilis のプラス木を選抜する。 

2.2 Melia volkensii のプラス木を用いた採種園を造成する。 

2.3 次代検定によりプラス木の成長等を評価する。 

2.4 Melia volkensii のプラス木から、耐乾燥性の強い個体を選抜する。 

2.5 Melia volkensii の採種園を改良する。 

2.6 Acacia tortilis の実生採種林を造成する。 

 

成果 3：Melia volkensii の優良な種苗の供給システムが構築される。 

指標：  

3-1 優良種苗普及ガイドライン14が策定される。 

3-2 優良種苗を生産する苗畑が 15 カ所以上に増加する。 

活動： 

3.1 種子及び苗木の生産・流通等に関する現状分析を行い、レポートを作成する。 

3.2 優良種苗の生産・管理・流通の方法等を取りまとめた優良種苗普及ガイドライ

ン(案)を作成する。 

3.3 成果 2 の活動により生産された優良種苗を用い、優良種苗普及ガイドライン(案)

                                                  
10 遺伝的多様性の低下は近交弱勢の発現や環境変化への適応力の低下等を導く可能性がある。本ガイドラインは、そう

した影響を避けることを目的として、プラス木の選抜及び普及や天然個体の保全に関して注意すべき事項等をまとめ

るものである。 
11 遺伝的に優れていることが確認されたクローンから優れた形質を確実に受け継いだ種子を効率的に生産するために造

成する林。 
12 接ぎ木、挿し木等によるクローン化が難しい樹種の優良個体から種子を採取して実生苗を養成し、造成した採種園。 
13 遺伝的な要因のみで形質の優劣を比較した結果、1 つまたは複数の形質（成長、環境適応性、材質等）において優れ

ていることが確認されたクローン。 
14 成果 1 及び成果 2 により選抜された優良種苗の具体的な生産・管理・流通の方法等を取りまとめたもの。 
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に沿って生産・管理・流通等を試行的に実施する。 

3.4  優良種苗普及ガイドラインを作成する。 

 

成果 4：優良な種苗の重要性に関する関係者（他ドナー、NGO、住民等）の意識を高め

る仕組みができる。 

指標：  

4-1  （セミナー、ワークショップ、研修など）意識向上イベントが、少なくとも年

2 回開催される。 

4-2   意識向上イベントの参加者の 80％以上が優良種苗を将来使う意思を持つ。 

4-3  少なくとも 1 つ以上の KEFRI または KFS の研修プログラムにおいて、優良種

苗の重要性の普及・啓発を目的とした研修が実施される。 

活動： 

4.1 Melia volkensii の展示林を 3 カ所以上設置する。 

4.2 研修教材を作成する。 

4.3 関係者（他ドナー、NGO、住民等）を対象にした研修及びセミナーを開催する。 

4.4 パンフレット等を作成し、配布する。 

4.5 プロジェクトの成果に基づく第三国研修を行う。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

 プロジェクトにおける普及の重要性 

本プロジェクトのねらいは、郷土樹種であり木材として経済的価値の高い Melia 

volkensii と薪炭材及び飼料木として有用な Acacia tortilis について形質の優れた個体

を選抜し、優良な種苗による植林を推進することで地域住民の生計向上と環境保全

を促進することにあり、また、それは加速化する温暖化への適応策としての側面も

持つ。その達成のためには、研究成果の発現はもとより、そこで開発された技術が

実際に使われることが不可欠である。そのため、本プロジェクトでは、優良種苗を

普及させるための具体的方法を取りまとめたガイドラインの作成や、他機関、住民

等への研究成果の発信等も重要な活動として取り組んでいく。これにより、プロジ

ェクト終了後には国土の 8 割を占める乾燥地での植林活動が推進されることが期待

できる。 

 普及活動における KEFRI と KFS との連携 

KEFRI 及び KFS はともに普及活動を実施しているが、KEFRI は研究に主眼を置い

ており、本プロジェクトにおける普及システムの構築を図るうえでは、KEFRI を単

独のカウンターパートとするだけでは大きな普及効果を望むことは難しい。一方、

KFS はケニア全国に 150 カ所の拠点を有していることもあり、KEFRI と KFS が連携

することにより、普及効果をより大きくすることが可能である。現場レベルでは
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KEFRI の研究成果を活用して KFS が技術普及に取り組むなど、両機関が一体となっ

た取り組みを実践しているケースも一部認められることから、本プロジェクトにお

いてもそうした既存の枠組みを活用しつつ効果的・効率的に活動を展開していく。 

 Melia volkensii と Acacia tortilis において目指す到達レベルの違い 

Melia volkensii は、接ぎ木で増殖させることが可能である一方、Acacia tortilis は種

子から苗木を育てる必要がある。また、Melia volkensii は分布域が比較的限られてい

るが、Acacia tortilis は広範囲に分布しているため、遺伝的多様性に係る情報を収集す

るのにより多くの時間がかかる。このように研究に要する時間を考慮すると、Acacia 

tortilis については 5 年間では普及システムの構築まで至らない可能性が高い。したが

って、普及システムの構築については Melia volkensii のみを対象とする。 

（2）その他インパクト 

Melia volkensii は郷土樹種であり、経済的な価値が高いだけでなく、土壌浸食の防止に

おいても有効である。本樹種の優良種苗の植林の推進は、ケニアの乾燥・半乾燥地にお

ける土壌劣化の抑制及び貧困住民の生計向上に寄与することが見込まれる。また、ケニ

ア国では現在国民の大半がエネルギー源として薪炭材を利用しているなか、燃材として

広く利用されている Acacia tortilis の育種研究は、将来の燃材の供給量の増加に貢献し、

薪炭材採取を目的とした森林伐採の減少にも資するものと考えられる。更に、KEFRI の

第三国研修等により本研究成果をアフリカ諸国に発信していくことにより、アフリカ各

国の乾燥地における植林活動の推進及び砂漠化の防止にも貢献することが期待できる。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）                      

（1）事業実施のための前提 

プロジェクトスタッフが任命される 

KEFRI 全体の研究員 85 名のうち、育種研究に携わる研究員は 8 名であり、その中で

本プロジェクトの研究の中核を担うのは 5 名である。本プロジェクトの実施にあたっ

ては、少なくともこれら 5 名の研究員が本プロジェクトのスタッフとして正式に任命

される必要がある。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

① 土地が確保される 

採種園等は主に KEFRI の地方拠点等に造成する予定であるが、その一部は大学の土

地に設置することを想定している。そうした土地が確実に利用できるよう、大学側と

の交渉を早期に開始し、確実に協力を得られるようにする必要がある。 

② 住民の理解・協力が得られる 

優良種苗普及ガイドラインを試行運用する際には、住民に優良種苗の植林活動等に

参加してもらう必要があるため、早めに情報発信・普及啓発に取り組み、住民の理解・
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協力を確実に得る必要がある。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

① Melia volkensii のニーズが維持される 

Melia volkensii は現状ではマーケットの需要が高く、住民のニーズも高い。本プロジ

ェクト期間中には試行的な優良種苗の植林活動の実施を予定しているが、こうした活

動の実施にあたって住民の理解・協力を得るためにも、同樹種のニーズが今後も維持

される必要がある。 

② KEFRI と KFS との連携が滞りなく行われる 

本プロジェクトが目指す普及体制の構築を実現するためには、KEFRI と KFS との連

携が滞りなく行われる必要がある。KEFRI と KFS はそれぞれ独立心が強い傾向がある

が、両機関が効果的に連携を図っていけるよう、プロジェクトとしてフォローしてい

く必要がある。 

（4）上位目標達成のための外部条件 

① 普及活動のための予算が確保される 

 KEFRI の研究予算は 2008 年以降年々増加傾向にあり、プロジェクト終了後も一定の

予算が確保されることが期待できる。一方 KFS については、他ドナーの支援によって

複数のプロジェクトを実施してはいるものの、財政状況は潤沢ではない。したがって

KFS が普及活動を確実に継続・展開させていくためには、他ドナーの資金を継続的に

確保していくための努力が不可欠である。 

② 他ドナー等の協力が得られる 

 本プロジェクトでは時間の制約上、プロジェクト期間中に住民への普及活動を広範

囲で展開することは想定していない。したがって本プロジェクトの成果を広域に展開

させていくためには、プロジェクト実施期間中に他ドナー、NGO 等への情報発信に努

め、プロジェクト終了時には他ドナー等が本プロジェクトの研究成果をそれぞれの活

動に取り込めるよう働きかける必要がある。 

 

６．評価結果                                            

本プロジェクトは、ケニア国の国家政策、住民のニーズ、日本の援助政策と十分に合致

しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

JICA のケニアの森林分野における先行プロジェクト「ケニア社会林業訓練計画（Social 

Forestry Training Project: SFTP）」（1987 年～1992 年）や「半乾燥地社会林業普及モデル開発

計画（Social Forestry Extension Model Development Project: SOFEM）」（1997 年～2002 年）等

における試行錯誤の結果、植林活動を普及させるためには、住民が材木から直接収益を得

られるようにすることが重要であることが分かった。また、自立発展性を強化するために
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は、種苗を無償で配布するよりも、受益者が一定の負担を負ったほうが良いとことも分か

った。 

本プロジェクトにおいても、農民が植林活動によって直接収益を得られやすい優良木の

選抜に努め、また農民のオーナーシップが醸成されやすい普及体制の構築を目指す。 

 

８．今後の評価計画                                         

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業中間時点（2014 年 11 月）    中間レビュー 

事業終了 6 カ月前（2016 年 11 月） 終了時評価 

事業終了 3 年後（2020 年 5 月）   事後評価 

 

以 上 





 

 

第１章 詳細計画策定調査の概要 

 
１－１ 要請背景 
ケニア共和国（以下、「ケニア」と記す）では、半乾燥地または乾燥地が国土の約 8 割を占め

ており、森林面積は国土の約 6.1％1にすぎない。そうした中、国内総エネルギーの約 70％を薪

炭材に依存している。とりわけ近年では人口増加に伴う薪炭材の需要増加、農耕地の拡大、過放

牧などが森林資源の荒廃や土壌の劣化を加速させており、自然資源に依存する農村住民の生活に

支障が出ている。また、ケニアは気候変動の影響を最も受けやすい国の 1 つと考えられており、

1984 年、1990 年、1994 年、1999 年を含め、過去 50 年間に深刻な旱魃が 13 回記録されているう

え、今後 100 年間で平均気温が 3℃上昇するとの試算もあり、同国では旱魃などが更に起こりや

すくなる可能性がある。 

このためケニア政府は、1995 年に策定したケニア森林基本計画(2020 年までの 25 年計画)に基

づき、地域住民の生計向上と環境保全との両立を目的とした森林植生の回復を推進している。加

えて、2008 年にケニアが策定した国家開発計画Vision 2030 においては、環境分野の重点項目と

してバイオテクノロジーを活用した乾燥地における林業技術開発を挙げており、2030 年までに

森林被覆率を 10％まで増加させるという目標が記載されている。  

また、2010 年には国家気候変動対応戦略(National Climate Change Response Strategy：NCCRS)を

策定するなど、気候変動対策にも積極的に取り組んでいる。 

 我が国のケニアにおける援助重点分野の 1 つとして、環境保全が挙げられており、なかでも半

乾燥地における森林保全については 1987 年から 2009 年までの 22 年間にわたって協力を実施し

てきた。こうした長年の支援を通じて、社会林業の面では一定の成果を上げており、農家による

農地林造成技術などが徐々に普及されつつある。しかし、近年は気候変動の影響もあり、乾燥地

など、樹木の生育環境が厳しい地域においては、樹木を植林してもそれらが十分に生育しないケ

ースもある。 

こうしたなかケニア政府では、造林品種の育種研究の重要性を認識しており、我が国からの

支援を受けて設立されたケニア森林研究所（Kenya Forestry Research Institute：KEFRI）が中心に

なって、樹幹の形状に基づいたプラス木の選抜などに係る研究を行っている。しかしながら、遺

伝的多様性に係る研究は初歩的なものに留まっており、選抜されたプラス木が本当に優れている

のか、十分な科学的根拠に基づいた判断はできていない。また、住民による森林伐採などにより

自然界における樹木の遺伝的多様性が減少しているなか、今後気候変動への適応策を検討する上

でも、遺伝的多様性に係る情報を整備することが不可欠であるが、それらも十分にはなされてい

ないのが実情である。 

 かかる状況のもと、ケニア国政府より、社会林業強化の観点から農家による造林に適した優良

品種の育種と普及に係る技術協力「気候変動への適応のための乾燥地耐性育種プロジェクト(以

下、「プロジェクト」と記す）の要請が提出され、我が国はこれを採択した。 

本詳細計画策定調査は、2011 年 11 月に実施した情報収集調査の結果を踏まえ、ケニア国政府

からの協力要請の背景、内容を確認の上、本案件の事前評価を行うとともに、プロジェクトの計

                                                        
1
 FAO(2010) Global Forest Resources Assessment 2010 <http://www.fao.org/forestry/fra/fra2010/en/> 
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画策定に必要な情報を収集、分析し、本プロジェクトの枠組みについてカウンターパート

（Counterpart：C/P)機関であるKEFRI などの先方関係機関と協議議事録(Minutes of Meeting：

M/M）の署名を行うことを目的として実施した。 

 

１－２ 調査目的 
2011 年度要請案件である当該プロジェクトについて、KEFRI を含むケニア政府関係機関と、

プロジェクトの基本計画、協力内容、実施体制などについて協議し、それらの内容を含むR/D

案を添付したM/M の署名・交換を行った。 

 

１－３ 調査団構成 

氏 名 担当業務 所 属 

宮薗 浩樹 総括 JICA 国際協力専門員 

新井 雄喜 協力企画/気候変動適応

策 

JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第二課 

藤澤 義武 育種 森林総合研究所 林木育種センター 育種部 育種第一

課長 

廣田 知己 普及 林野庁 業務課 課長補佐 

池田 幸生 評価分析 （株）かいはつマネジメントコンサルティング 

 

 

１－４ 調査期間 
2012 年 3 月 11 日（日）～3 月 24 日（土） 

〔（普及担当団員は、3 月 11 日(日)～3 月 18 日(日)〕 

 

１－５ 主要面談者 
Ministry of Forestry and Wildlife 

Mr.  M.A.M.Wa - Mwachai Permanent Secretary 

Mr. Hewson M. Kabugi Director Forest Conservation 

 

Kenya Forestry Research Institute 

[Head Office, Muguga] 

Dr. Ben E.N. Chikamai Director 

Mr. Gabriel M. Muturi Assistant Director/National Programme Coordinator-

Dryland 

Mr.  Jason G. Kariuki Principal Research Officer 

Mr.  Joseph Machua Senior Research Officer/Head Biotechnology Laboratories 

Mr.  Stephen Omondi Research Scientist 
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[Kitui Regional Research Center] 

Dr.  James K. Ndufa Center Director/Principal Research Officer 

Mr.  Gitehi Giadhi Principle Research Officer 

Ms. Pauline Bala Assistant Research Officer 

Ms. Pauline Bala Assistant Research Officer 

Mr.  Ezekiel M. Kyalo Technologist 

Mr.  Samuel Auka Forester 

Ms. Mary Muwangi Forester 

 

[Kibuwezi Regional Station] 

Mr.  David Kimani Mouchini Research Officer 

 

Kenya Wildlife Service 

Ms. Jane F. Wamboi Senior Scientist 

 

Kenya Forest Service 

Mr.  Patrick M. Kariuki Deputy Director, Forest Extension Service 

Mr.  Mathenge Gitonga Head, Research Liaison and Project Development 

Mr.  Jim Okuto Head, Bio Energy 

Ms. Jennifer Ngiye Head, Farm Forestry 

Mr.  Oscar Simanto Head, Extension Management 

 

(Miti Mingi Maisha Bora Project Member) 

Ms.  Zipporah Toroitich Program Manager 

Mr.  Thomas Makau Lonzi Component2 Manager 

Mr.   Philip M. Ireri Chief Officer Ecotourism 

Ms.  Sarah K. Kahuri Assistant Director/Head: Forest Information Systems 

 

Ministry of Environment and Mineral resources 

Mr.  Michael Mekokha Odera Director-Climate Change 

 

World Agroforestry Centre 

Dr. Henry Newfeldt Leader Climate Change Research 

Dr. Miyuki Iiyama Research Scientist 

 

Univeristy of Nairobi 

Ms.  Esther Njeri Kamau Accountant, Finance Department 

 

Other 

Mr.  Jonathan Kituku Mungala Melia Farmer in Kibwezi  
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第２章 ケニアにおける育種の概要・ニーズ 

２－１ ケニアの自然環境の概況・課題 
ケニアの国土面積は 58.3 万 km2で我が国の国土面積の約 1.5 倍あるが、うち、耕地として利用

できるのは 17％であり、83％は乾燥・半乾燥地（Arid and Semiarid：ASAL）である。 

しかもASAL は人的要因（牧畜、人口増大他）と気候変動の影響によって拡大する傾向にあ

る。また、1.36 万 km2 (2％)を湖沼が占めているものの、これも気候変動などの影響により縮小

する傾向にある。 

国土は大きく 4 地域（①海岸地帯、②中央部、③西部、④北東部）に区分でき、それぞれが

気候的な特徴を持つ。モンバサ、マリンディを中心とする海岸部は 1 年を通じて高温多湿であり、

年間平均気温は 26℃だが、最高気温は 30℃前後、最低気温は 20℃を下回ることがない。年間平

均降水量は 1,059mm であり、降水は 4 月から 6 月に集中しており、この期間における月間の降

水量は 100mm から 200mm 程度である。ナイロビを中心とする中央部は赤道に近いが標高が高

く（ナイロビ 1,661m）、このため、年平均気温 17.7℃、年間平均最高気温 23.4℃、年間平均最低

気温 12.0℃と過ごしやすい。特にリフトバレーに位置するナクルでは、7 カ月の月間平均最低気

温が 10℃を下回る。降水は 3 月から 5 月の long rains と 10 月から 11 月の short rains に集中して

おり、long rains の 4 月が 200mm 程度で特に多い。西部はキスムを中心とするビクトリア湖に面

した地域であり、1 年を通して暑く、湿度もかなり高い。年間の平均気温は 26.3℃で年間平均最

高気温は 29.4℃、年間平均最低気温は 23.2℃である。年間降水量が 1,388mm とケニアでは最も

多い地域であり、降水量は中央部と同様 3 月から 5 月に最も多く、10 月から 11 月がこれに続き、

月間約 200mm である。マルサビットを中心とする北東部は砂漠気候で、雨量は少なく年間

530mm である。降水は 3 月から 5 月と 10 月から 11 月に集中するが、この期間への降雨の集中

が他地域より強く、激しい嵐になることがある。気温は低標高地では日中 40℃を越えるが、マ

ルサビットでは標高が 1,200m と比較的高いこともあり、平均最高気温は 25℃程度である。 

こうした自然環境における最も大きな課題は、温暖化ガスなどが原因とされる気候変動の影

響である。ケニアでは明らかな気候変動の影響により、気温は国土全体を通じて上昇するととも

に、降雨は不規則になり予測が難しくなっているとされる。気候変動の影響は気温により明確に

現れており、1960 年代以来、最低気温、最高気温ともに明らかな上昇傾向が認められ、2006 年

時点で、最低気温は 0.7℃から 2.0℃、最高気温は 0.2℃から 1.3℃上昇したが、その程度は地域に

よって異なる。西部や海岸部など大きな水圏に近い地域では他地域同様に最高気温は上昇したが、

最低気温は同様か、わずかに低下する傾向にある。 

降雨量への影響について、最も顕著な特徴は年変動の増大である。一般的に long rains（3 月か

ら 5 月）期の降雨量は低下しており、このことによって旱魃はより頻発し、期間も長くなってい

る。一方で、short rains（9 月から 2 月）では降雨量は明らかに増加する傾向が認められる。さら

にこの時期における 24 時間総雨量の測定値は海岸部や北部で増大しており、これらの地域では

甚大な洪水害が頻発するようになっている。しかしながら、こうした洪水が多発する傾向は他の

地域では認められていない。 

このような気候変動の影響による気温と降水量の変化の傾向はケニア社会へ深刻なインパク

トを与えている。特に近年では、大幅な温室効果ガスの排出削減がない限り、気候変動への反応

は悪化する一方であると推定されており、より深刻な状況へ陥ることが懸念されている。さらに
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は、人口の増大も社会環境のみならず自然環境にも強い影響を与えている。1960 年代には 800

万人程度であった人口は 1980 年には 1,705 万人、90 年には 2,414 万人、2000 年には 3,086 万人

に達し、2010 年の人口は 4,051 万人である。こうした急激な人口の増大は国内の自然増だけでは

なく、政情不安定な周辺国からの流入もあり、都市部での人口増加、スラム化の進行だけではな

く、地方では不法入植、放牧などで環境を悪化させている。また、ケニアでは家庭用エネルギー

の 89％を薪炭材、炭が占めていることから、人口の増大による食料、エネルギーの需要増大は

森林資源の急激な減少を招き、1960 年代には 12％であったケニアの森林被覆率は、2010 年には

2％を切る程までに減少した。さらには、ケニア国土の 83％を占めるASAL 地域はこうした人的

要因と気候変動の影響によって拡大する傾向にあり、このことがケニアの深刻な問題となってい

る。 

ケニアにおける最も重要な天然資源は豊かな植物相と動物相であり、これらは観光資源など

としてケニアの経済にも大きく貢献している。しかしながら、前述した人口増大、気候変動によ

る環境の悪化はこれらの貴重な植物相や動物相にも悪影響を与えており、いくつかの箇所で在来

種の数や個体数が著しく減少していることが報告されている。モンバサやマリンディの海岸線は

魚、サンゴ、マングローブの豊かな遺伝的多様性によって特徴づけられており、これがこの地域

の観光資源、農林水産資源の基盤となっているが、この豊かさも世界的レベルでの海面上昇によ

って危機に瀕している。例えば、水面が 30cm 上昇するだけで、モンバサ市は市域の 17％、面積

にして 4,600ha が浸水し、貴重な動･植物相を失うと推測されている。こうした状況は国内に 8

カ所設定されている広大な国立公園においても同様である。ナクル湖では水面の低下、ケニア山

では冠雪量が減少するとともに、その他地域においても樹木の減少などによる資源の劣化が報告

されており、深刻な問題となっている。特に象の保護が進み、個体数が増加したことによる摂取

量の増大も樹木の減少に拍車をかけているとされる。 

これら環境の悪化はケニアの乏しい水資源にも悪影響を与えている。これまでの 4 カ年間に

渡って深刻な旱魃が発生し、主要河川では水量が極端に減少し、ワジ（雨期だけ現れる一時的な

河川）は完全に干上がった。2009 年の旱魃では、これによる穀物の減産によって国民の 4 分の

１にあたる 1,000 万人が栄養失調、飢餓、餓死の危機に瀕した。また、旱害は主産物のメイズト

ウモロコシだけではなく、茶やサトウキビなどの商品作物、小麦などの穀物の生産量も減少させ、

このことによってメイズ、小麦、砂糖の輸入量が増大する反面、茶の輸出量を減少させ、国の収

支バランスを悪化させた。 

このようなことから、ケニア政府ではNCCRS を策定し、対策にあたろうとしている。その中

で森林セクターでは森林開発計画（Forest Development Plan：FDP）によって今後 20 年間に 760

億本の樹木を育成しようとしており、更には薪炭材生産などで伐採が進み、森林が衰退した地域

を再生するための技術などを開発すること、炭素取引に関連したファンドからの資金を植林に活

かすための森林評価技術の開発を進めることとしている。また、NCCRS 以外においても法的に

所有地の 10％に植林することを義務づけるなど、植林による環境の改善に期待をかけている。 

以上、ケニアの自然環境における最大の課題は気候変動などによるASAL 化の進行であり、

これに植林によって対応しようとしている。このことは、当該プロジェクトの目標であるケニア

国気候変動への適応のための乾燥地耐性育種へのニーズを示唆するものであり、KEFRI、ケニア

森林公社（Kenya Forestry Service：KFS)、ケニア野生生物公社（Kenya Wildlife Service：KWS）

などにおける聞き取りによっても裏付けられた。 
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図１ （参考資料）ケニアの降水量分布図 
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図２ ケニアの標高分布 
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２－２ ケニアにおける森林・環境保全関連政策 
2010 年公布のケニア国憲法は、第 5 章において環境保全に関する基本法規を明示している。

この中で、環境保全に関する政府の行動責任として下記の項目が明記されている。 

 国土全体に占める森林被覆率を 10％に増加させることを目指す 

 環境及び自然資源をケニア国民の福祉のために活用する 

 天然資源及び遺伝的多様性の保持 

 自然資源及び遺伝的多様性に関する知識及び知的所有権の保持 

 環境の保全、管理に関する住民参加の強化 

このように、ケニアにおいては、最高法規である憲法で、環境保全と国民の福祉の両立が明

確に示されており、住民参加や遺伝的多様性の保持など、より具体的な目標も明記されている。  

特に森林被覆率に関しては、10％という数値目標が記されており、この目標は後述する下位

の国家政策や法令においても、主要な目標の 1 つとなっている。 

上記憲法の目標を基に、具体的な森林関係の戦略及び政策を定めた現行政策文書及び法規と

しては、国家森林政策（Forest Policy 2007)及び森林法（Forest Act 2005)が挙げられる。両文書の

基礎となっているのは、森林セクターにおける 1995 年から 2020 年までの長期的戦略を定めた

1995 年制定のケニア森林基本計画（Kenya Forestry Master Plan：KFMP）である。KFMP では、

固有樹種森林の保全及び管理、農地林普及、乾燥地営林、林業普及及び研究などのプログラムの

具体化が実現している。 

KFMP を基に 2007 年に制定された国家森林政策では、環境保全及び住民生計を上位目標とし

た、林業の経済・社会的貢献及び環境財・サービス供給の強化が謳われ、具体的には、林業にお

ける以下の目標が設定されている。 

 持続可能な森林活用・管理を通じた貧困削減、雇用創出、生計向上への貢献 

 土壌、生物多様性、植林、森林の持続的利用を通じた持続可能な土地利用への貢献 

 森林管理への民間セクター及び住民参加の強化 

 木材、木材燃料の供給のための林業及び乾燥地営林の強化 

 林業における普及の強化を通じた、林業関係者の福祉向上 

 林業における研究・教育活動の強化による活力ある林業セクターの実現 

また、国家森林政策(2007)では、持続可能な森林管理の重要な要素として、郷土樹種林の保全

の重要性が強調されている。 

2005 年発効の森林法は、KFMP で定められた目標を達成するための森林管理の統治制度の確

立を目指して制定され、KFS の設立、森林法適用範囲の地方自治体保有地及び民間保有地への

拡大などが明記されている。 

また、2008 年にケニア国政府が策定した国家開発計画Vision2030 においても、森林関連の目

標として、国土全体に占める森林面積の 10％への増加、及び乾燥地における林業技術開発が挙

げられている。 

気候変動に関しては、直接関連する法律及び法令は、現在のところケニアでは策定されてい

ない。しかし、2010 年にNCCRS が策定され、また現在、ケニア気候変動アクションプラン

(Kenya’s Climate Change Action Plan)が作成途中であり、2012 年 6 月に策定予定である。 
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２－３ ケニアにおける森林・環境保全関連行政機関 
・森林野生生物省（Ministry of Forestry and Wildlife：MoFW) 

MoFW は、ケニアにおける環境・自然資源管理保全分野の政策立案・実施の主幹官庁とし

て、森林・自然資源の管理保全一般という観点から関連行政を執行している。同省の主要業

務内容としては、森林及び自然資源に係る政策及び法規制の策定、保全業務、保全にかかわ

る住民啓発などが含まれる。 

また、後述するKFS、KEFRI など関連機関の上位機関でもある（図３参照）。 

 
図３ MoFW 組織図 

 

・環境鉱物資源省（Ministry of Environment and Mineral Resources：MoEMR） 

MoEMR は人為的な資源開発に伴う環境保全・管理といった観点から環境・自然資源管理保

全関連行政を司っており、主要業務として、持続可能な開発を考察した環境及び自然資源の

管理、保護及び保全が含まれる。気候変動に関する政策立案、行政に関しては、MoEMR が中

心的な役割を担っている（図４参照）。 
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図４ MoEMR 組織図 

 

・KFS 

KFS はケニア国内の森林保護区管理の実施期間として 2007 年 2 月に設立された。2005 年に

制定された森林法では、森林管理へのコミュニティの参加の強化が明記され、その監督責任

を土地所有の形態に関係なくKFS に付与している。これは、KFS を、保護区での森林管理・

保全業務に加え、乾燥・半乾燥地などにおける農地や屋敷地の緑化・森林被覆率の向上も含

めた、包括的な森林行政実施機関と位置づけたものである（図５参照）。 
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図５ KFS 組織図 

 

・KEFRI 

KEFRI は 1986 年に設立された森林研究機関であり、以下の 4 つの活動を中心として運営さ

れている。i) 調査研究 ii)研究成果の普及・情報共有 iii)他機関との連携による研究活動の実

施 iv)政府機関職員、NGO、住民に対する森林関連分野の研修やセミナーの実施。 

具体的には、以下の 7 つのプログラムの実施により、森林分野に関する研究・普及・能力

開発を包括的に実施している（図６参照）。 

(1) 社会林業・農地林の普及・拡大（国土の約 8 割を占める半乾燥地での森林被覆率を増加

させることを目標とする） 

(2) 天然林保全（5 カ所のWater Tower を含む） 

(3) Dry Land Program の実施（乾燥地におけるWoodland の有効利用と更なる荒廃の防止） 

(4) Industrial Forest Plantation（産業植林） 

(5) Tree Seed Program（乾燥地に適応する種の研究開発） 

(6) Service and Technology Dissemination（研究成果の発信、普及） 

(7) Partnership and Networking (他の研究機関との連携、情報共有) 
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図６ KEFRI 組織図 

 

２－４ ケニアにおける育種研究に係る実施体制 
ケニアにおいては、KEFRI が国レベルでの唯一の政府系林業研究機関であり、林業育種研究

に関しても中心的役割を担っている。 

表１はKEFRI における人員構成である。表１に示されているように、KEFRI 全体で 85 名の

研究員(Scientists)を抱えている。 
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表１ KEFRI人員構成（2011年11月） 

  Number of Staff 

Category Scientists
Technical 

Staffs 
Others 

Headquarter 14 6 340 

Regional Centers 53 85 280 

Sub-Centers  18 21 131 

Sub Total 85 112 751 

Total 948 

 

KEFRI の 85 名の研究者の中で、育種にかかわる研究員は 8 名であり（表２参照）、当該プロ

ジェクトにおいて育種研究に携わる研究員はその中の 5 名である（表２“Available for the project”

中「＊」で明示）。 

 

表２ 育種にかかわる研究員 

Name Center  
Available for 

the project 

Dr. Ebby Chagalla-Oderia Headquarter   

Dr. Phaneul Oballa Headquarter   

Mr. Jason Kariuki Muguga * 

Mr. Stephen Omondi Muguga * 

Mr. Joram Mbinga Londiani   

Ms. Pauline Bala Kitui * 

Mr. Gitehi Giathi Kitui * 

Mr. David Muchiri Kibwezi * 

 

当該プロジェクトの育種研究のベースとなるKitui Regional Research Center では、5 名の

Scientists 及び 5 名のTechnical Officers が研究活動を行っている（図７参照）。 
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図７ Kitui Regional Research Center 組織図 

（括弧内の数字＝スタッフ数） 

 

また、Kitui センターの管轄下にあるKibwezi 及びGarissa のサブセンターもKitui センターと

同様の組織構成であり、研究及び普及にかかわる人員構成は表３に示される通りである。 

 

表３ Kitui, Kibwezi, Garissa各センターにおける研究・普及人員 

  Scientists 
Scientists 

 (Breeding)

Technical 

Staffs 

Dissemination 

Officers 

Kitui 5 2 5 2 

Kibwezi 1 1 4 1 

Garissa 1  0 1 1 

 

２－５ ケニアにおける森林関連技術の普及に係る実施体制 
・KEFRI 

KEFRI では、普及に携わるDissemination Officers が各Regional Center（6 カ所）に配置され

ている。また、Technical Officers も普及に係る業務を行っている。 

KEFRI による主要な普及活動としては、Field day とOpen day の開催が挙げられる。Field 

Day は同研究所のデモファームに、政府職員、NGO、農家などを招き、研究結果の紹介やデ

モンストレーションをするイベントで、各センターが年数回以上開催している。また、Open 

day では、研究所を一般客に公開し、研究内容の紹介などを行っている。さらに、アフリカ諸

国を対象に実施している第三国研修「社会林業を通じた気候変動対策」の他、NGO や一般

（民間セクター）を対象としたセミナーや研修を数多く行っている。 

 

 

・KFS 

KFS は 10 カ所の保全林の管理のため、76 カ所のZonal Forest Office、150 カ所の Forest 

Station、250 名のDivisional Extension Officer が配置され、Directory of Field Operation がこれらの

フィールドスタッフを監督している（図８参照） 
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図８ KFS組織図 

（括弧内の数字＝スタッフ数） 

 

KFS では２－２で触れた森林面積目標達成のために、乾燥・半乾燥地帯を対象とした緑化

活動に重点を置いており、2004 年から 5 年間にわたり実施された JICA 技術協力プロジェクト、

半乾燥地社会林業強化計画（Intensified Social Forestry Project in Semi-arid Areas：ISFP）におい

て、国連食糧農業機関(Food and Agriculture Organization of the United Nations：FAO)が開発した

参加型学習と活動（Participatory Learning and Action：PLA）のアプローチによるファーマーフ

ィールドスクール（Farmer Field School：FFS）手法を適用した農地林の普及を行っている。

ISFP において、普及員が支援した FFS は 324 に上り、養成した農民ファシリテーターは 234

人以上、推定 6,400 人の農民エキスパート2が卒業した。 

KFS では、FFS による農地林の普及を、半乾燥地において優先的に実施すべき活動と位置

づけ、ISFP のフォローアッププロジェクトとして、日本社会開発基金（The Japanese Social 

Development Fund：JSDF）から資金供与を受け、ケニア半乾燥地ファームフォレストリー支援

プロジェクト(Support to Community Based Farm Forestry Enterprises in Semi-Arid Areas：SCBFFE)

を行っている（２－７後述）。その他、独自に予算措置を行い、FFS 支援活動を実施している。 

 

２－６ ケニアにおける育種研究の概要及び支援ニーズ 
ケニアにおける育種研究は 1936 年に実施された種子源の登録制度の設立に始まり、1950 年代

に入ると外国樹種の導入試験、産地試験やプラス木選抜につながっていった。優良種子源とその

供給体制の管理をより確実にしたのが、ケニア林木種子センター（Kenya Forest Seed Center：

KFSC）の設立である。同センターは国内の造林用種子需要者に供給する種子の品質などを管理

するために、種子源の登録･管理（識別、鑑定他）を行うものであり、種子源の開花結実のモニ

タリングと種子の適期採取、種子の精選と保存を適切に実施し、造林者の求めに応じて品質の高

い種子を供給している。このシステムの存在が、優良種子の重要性、ひいては林木育種の重要性

を理解するうえで役立っていると考えられる。 

 導入育種は 1960 年代に盛んに行われ、マツ属、ユーカリ属の導入と優良個体の選抜が行われ

                                                        
2 ISFP によるFFS では、1 年から1 年半の間、毎週セッションが開かれ、最後まで通い続けられた参加者だけ

が「農民エキスパート」として卒業証書を授与された。 
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た。マツ属についてはTurbo、Gede、ユーカリ属についてはTimboroa、Londiani の試験地におい

て研究が進められた。イトスギ属についても導入試験が行われ、Cupresus macrocarpa の成長が

良く、優れているとされ、盛んに造林されたが、その後、癌腫病や心腐れ病に弱いことが分かり、

現在は減少している。 

 導入試験で優良であった樹種については、優良種子源を選択するために産地試験が行われ、特

に有望な樹種、あるいは産地試験で成績の良かった産地からはプラス木が選抜されている。また、

ラジアータマツでは 1990 年に次代検定が始まっている。 

 このように、ケニアでは種子源の重要性、ひいては林木育種の重要性が認識され、導入樹種を

中心に産地試験、プラス木選抜、次代検定が行われている。その一方、林木育種を効率的かつ効

果的に進めるために必要な遺伝的多様性の研究については、その重要性がケニアでは十分に認識

されているにもかかわらず、機材などの制約から増幅断片多型DNA（Randomly Amplified 

Polymorphic DNA：RAPD）法など簡易な手法による初歩的な研究段階に留まっており、この分

野での分析･解析技術の移転、機材の調達を含めた研究支援が求められている。育種対象集団の

遺伝的多様性を適切に評価することによって、プラス木の選抜、次代検定などを戦略的に進める

ことが可能になる。このため、当該技術協力プロジェクトによって支援することでこの分野での

研究能力を向上させる必要がある。さらには、マータイ博士の影響もあって、近年は郷土樹種の

重要性が認識され、更には郷土樹種を対象とした気候変動に伴う耐乾燥育種への期待が高まって

いる。しかしながら、ケニアにおいてこの面における評価技術は確立していない。このため、郷

土樹種の育種は樹幹の形状に基づいたプラス木の選抜などに留まっているのが現状であり、耐乾

性に基づいた評価･選抜技術の確立が求められている。また、近年は最小の試験データから最良

の結果を得るため、次代検定データの解析で一般化しつつある最良線形不偏予測（Best Lenea 

Unbias Prediction：BLUP）法についてもいまだ導入されてはおらず、その利用技術の取得も求め

られている。遺伝的多様性の知見に基づき、実際に耐乾性育種を進めていくうえで、耐乾性の評

価･選抜技術の確立、解析技術の取得についても、技術的な支援が必要である。 

  

(1)KEFRI の研究実施体制 

 ケニアにおける林業研究は現KEFRI の所在地であるMuguga に東アフリカ農業･林業研究

機構（East Africa Agricultural and Forestry Research Organization：EAAFRO）が 1948 年に設立

されたことに始まる。当時の東アフリカにおける林業の特徴はマツ属、イトスギ属の造林

樹種を海外から導入し、標高の高い比較的高湿度冷涼地域に造林するものであり、これに

伴う導入試験、導入育種が中心であった。対象となったのはユーカリ属、アカシア属であ

り、当初の利用目的は蒸気機関車の燃材であったが、後にユーカリは電柱用、アカシアは

タンニン製造用として用いられた。 

 1960 年代に入ると東アフリカ諸国の独立によって東アフリカ共同体が結成され、その共

同体の公共事業として継続したが、1977 年、ケニア、タンザニアの主導権争いで共同体解

消後、ケニアではケニア農業研究所（Kenya Agricultural Research Institute：KARI）の 1 部門

として存続した。1986 年には我が国の援助を梃子として、KARI からKEFRI として独立し

て現在に至っており、東アフリカにおける主導的林業研究機関としての地位を占める。こ

の時代から研究テーマはエコゾーンの区分に沿った造林に移る。この考えは乾燥地帯、準

乾燥地帯、低海抜地帯、それぞれにおける造林プロジェクト、更にはアグロフォレストリ
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ープロジェクトに導入されるとともに、これらに関連した研究及びその成果に基づいた国

内及び第三国研修が行われている。研究成果のみならず、研究員の指導・研修などの受入

れの実績においても、KEFRI に対抗できるのは南アフリカの Forestry and Forest Products 

Research Centre South Africa だけであろう。 

 現在のKEFRI の予算、人員構成などの規模は表４及び表５のとおりである。 

 

表４ KEFRI Budget in Million US Dollars 

 2008/09 2009/10 2010/11 

Recurrent 8.9 10.0 12.0 

Development 3.2 3.0 3.0 

Total Expenditure 12.1 13.0 15.0 

 

 

表５ KEFRI Staff strength (2011.11.12) 

 No. of Staff 

Category Scientist Technical Others 

KEFRI HQ 14 6 340 

Regional Centers  53 85 280 

Sub-Centers  18 21 131 

total 85 112 751 

All 948 

 

(2)育種研究部門の活動内容 

 KEFRI では、林木育種に係る研究は Jason Kariuki、David Muchiri などを中心に進めてい

るが、遺伝的多様性についてはバイオ分野の Joseph Machua、Stephen Omondi が中心となっ

ており、今後は両分野の密接な連携が必要であると考えられる。 

 育種部門の活動は採種園･採種林の造成、管理、外来種導入試験、産地試験、次代検定、

交雑育種を主体としており、これらに関するプロジェクト事業を推進するとともに、プラ

ス木の選抜、クローン増殖技術（挿し木、接ぎ木）及び実生増殖技術（発芽処理法他）の

開発、交雑技術の開発などを実施している。交雑育種についてはユーカリが 2009 年、マツ

が 2010 年に始まっており、人工交配により交雑家系苗を育成し、現在は植栽試験を進めて

いるところである。 

 バイオ分野の関連研究としては、先述したRAPD による遺伝的多様性の評価、組織培養

によるクローン増殖技術の開発があり、郷土樹種ではMelia の培養技術を開発しているもの

の、いずれも初歩的な段階に留まっている。 

今回の技術協力プロジェクトで対象とする予定の Melia volkensii、Acacia tortilis について、

両者はマータイ博士の影響による郷土樹種が重視されるなか、前者は「乾燥地の黄金」と

して経済効果の高さで期待され、後者については乾燥地帯に至るまでの広い範囲への適応

力と飼い葉、燃材など生活改善への寄与への期待において、ケニアでは重要な育種対象樹
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種として捉えられている。これらはケニアの土地利用区分（Agroclimatic zones of Kenya：

AZK）（図 10 参照）に従い、比較的水分条件の良い地帯から厳しい乾燥地帯それぞれにお

いて、社会林業に最も有用な樹種を選択したものである。それぞれの樹種の選択理由を示

す。 

①Melia volkensii、Acacia comifira は比較的乾燥した地帯に適応した樹種であり、前者は高

価な用材生産用、後者は薪炭用として重要である。これらの樹種はAZK でZone5 から

Zone6 に区分される地帯で利用されている。 

②Acacia tortiliis は最も乾燥に耐える樹種であり、AZK でZone7 に区分される地帯ではこ

の樹種のみが利用可能である。 

このように、いずれの樹種もケニアにおいて重要な造林樹種であるが、KEFRI 側はMelia 

volkensii を最も重要な樹種と捉えている。それは、次の理由による。 

① 適応領域が広い。AZK のZone5 からZone6、標高で 350 から 1,680ｍの広い範囲に適

応できる比較的乾燥に強い樹種である。 

② 成長が早く 10 年から 15 年伐期で経営が可能である。 

③ 用材は心材色が濃い赤色で美しく、比重は 0.63 と高いうえに、耐腐朽性、耐犠牲が高

い。このため、家具、建具、内装用化粧材として高価に取引されるので経済効果が高

い。例えばKitusi では板材の 30cm 当たりの価格はマツ類が 25 シリングであるのに対

して、Melia 材は 34 シリング、同様のKibwezi では 50 シリングと高価である。現在

では、棟木としての利用に注目が集まっているとの聞き取り情報が得られた。棟木に

は従来廉価なマツ材などが用いられてきたが、シロアリ害などにより数年で屋根が落

ちることがあるが、耐蟻性、耐朽性に優れるMelia 材を使えば長年にわたって利用で

きるため、かえって経済的であることが認識され始めたとするものである。 

④  Melia のリター（落葉落枝）によって収穫が増えるとされ、アレロパシーによって他

の植物の侵入を遮るユーカリ類と異なり、アグロフォレストリーに最適である。 

⑤ 致命的な病虫害は報告されておらず、耐蟻性が強い。 

 

 
図９ Kitui Regional Research Center 組織図 

（括弧内の数字＝スタッフ数） 
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図１０ 降水量等によるケニアの土地利用区分（AZK） 
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２－７ 他ドナー等の支援状況 
(1)世界銀行 

KFS は、世界銀行に信託された JSDF から約 200 万ドルの資金供与を受け、FFS 支援を主な

目的とした SCBFFE を 2010 年から 4 年の予定で現在施行している。SCBFFE プロジェクトは、

ISFP と同じ半乾燥地 3 県を主な対象とし、1)ファームフォレストリー関連の小規模農村ビジ

ネスの支援と 2)FFS グループのネットワーク強化支援を通じて、対象地の持続的な生計向上

を図ることを目的としている。 

上記 1)の小規模ビジネス支援に関しては、FFS グループが企画提案するファームフォレス

トリービジネスに対して、民間金融機関を通じた小規模融資を提供することになっている。

このコンポーネントの実施に際して、SCBFFE プロジェクトでは一般商業銀行であるエクイテ

ィ・バンクと連携して融資を実行するとともに、当該銀行職員を通じて FFS グループに対す

るローン管理、ビジネス・会計管理などの事前研修を行っている。 

また、上記 2)の FFS グループのネットワーク強化支援に関しては、各ネットワークの役員

やメンバーに対し、新たな研修(グループ管理、予算管理、リーダーシップ、生計向上ビジネ

ス、農村ビジネス企画、会計記録など)を実施し、また、生産物の共同出荷販売、品質向上と

経験共有を促進することで FFS の好事例のスケールアップを図っている。また、ISFP で支援

した既存の 320 余りの FFS グループに加え、JSDF 資金により新たな FFS を農民ファシリテー

ターにより実施している3。 

 

(2)フィンランド政府 

Miti Mingi Maisha Bora プロジェクトは、フィンランド政府とケニア政府による共同プロジェ

クトである。持続可能な森林活用を通じた貧困の削減を主要な目的とし、2009 年から 5 年間

の予定で現在活動中のプロジェクトである。主な活動のコンポーネントとしては、以下の通

りである。 

 ケニア内森林政策における制度改革支援 

 森林情報システムの強化 

 保護林の活用 

 ASAL における住民の生計向上 

現在、プログラムマネージャー及び環境情報、エコツーリズムの専門家がKFS 内でアドバ

イザーとして活動している。ASAL での住民の生計向上に関しては、主に同地域での林業にお

けるマーケティングや起業に関する分析を行っている。 

 

(3)アフリカ開発銀行 

グリーン・ゾーン開発支援プロジェクト（Green Zones Development Support Project：

GZDSP）は、アフリカ開発銀行の支援によるプロジェクトであり、ケニア中東部から西部に

かけた森林地域のバッファーゾーン周辺に居住する農民を対象に環境保全のための森林再生

及び保全の強化、コミュニティの生計向上を主な目的としている。2006 年から 6 年間の予定

                                                        
3 これに並行して、ケニア森林公社でも外部資金に頼らない独自予算により普及員によるFFSを実施している 
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で現在施行されており、アフリカ開発銀行による総供与額は約 4 億シリングである。主要な

プロジェクトの実行機関はNyayo Tea Zones 開発公社及びKFS で、主な活動として、農地林造

成、植林、ウッドロットの促進、関連機関の能力促進によるプロジェクトマネジメント強化

が含まれている。 

2010 年の中間評価によると、プロジェクトによりこの時点で、2,924ha の燃料木が植林され、

468ha の森林の再植林（Reforestation）、5,846ha の森林の補植（Rehabilitation）が達成された。 

 

(4)欧州連合（European Union：EU） 

EU は、共同研究事業としてのACACIAGUM プログラムを、ケニア、カメルーン、ニジェ

ール、セネガルを対象に 2007 年から 2011 年まで行っている。このプログラムは、Acacia 

Senegal の生産に関する研究を通じて、アフリカのASAL 地域におけるアラビアゴムの生産性

向上を達成することで、同地域の住民の生計向上を図ることを目標としている。ケニアにお

いては、KEFRI が共同研究のパートナーとなっており、Acacia Senegal 樹脂及び樹種ごとの評

価及びマッピングなどの研究を行っている。 

 

(5)FAO 

FAO は、マウ複合林（Mau Forest Complex）の保護林近隣の住民を対象に、森林を含む天然

資源のマネジメント能力の向上を通じて、持続可能な生計・経済活動の定着を図ることを目

標に、2009 年から 2011 年にかけて、Sustainable Livelihood Development in the Mau Forest 

Complex プロジェクトを施行している。ケニアにおけるカウンターパート機関はKFS であっ

た。具体的な活動としては、KFS への人材マネジメントに関するトレーニング、対象地域の

Community Forest Association に対する技術指導やデモンストレーションなどが行われた。プロ

グラムを実行する手法として FAO が開発した FFS が活用されている。 
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第３章 プロジェクトの基本計画 

 
３－１ プロジェクトの戦略・方向性 
本プロジェクトのねらいは、郷土樹種であり木材として経済的価値の高いMelia volkensii と薪

炭材及び飼料木として有用なAcacia tortilis について形質の優れた個体を選抜し、優良な種苗に

よる植林を推進することで地域住民の生計向上と環境保全を促進することにある。また、それは

加速化する温暖化への適応策としての側面も持つ。その達成のためには、研究成果の発現はもと

より、そこで開発された技術が実際に利用されることが不可欠である。そのため、当該プロジェ

クトでは、優良種苗を普及させるための具体的方法を取りまとめたガイドラインの作成や、他機

関、住民などへの研究成果の発信なども重要な活動として取り組んでいく。これにより、プロジ

ェクト終了後には国土の 8 割を占める乾燥地での植林活動が推進されることが期待できる。 

 

３－２ 案件概要 
(1)案件名称 

気候変動への適応のための乾燥地耐性育種プロジェクト 

 

(2)プロジェクトサイト（対象地域） 

ケニア国キツイ、キブウェジ、ガリッサ等4 

 

(3)本プロジェクトの裨益者（ターゲットグループ） 

 KEFRI 職員 約 20 名 

 KFS 普及担当職員 約 50 名 

 ケニア国東部乾燥・半乾燥地の農民 約 100 万人 

 

(4)実施期間 

2012 年 7 月～2017 年 7 月を予定（計 60 カ月） 

 

(5) 相手国側実施機関 

KEFRI 及びKFS 

 

(6) 投入（インプット） 

1）日本側 

 専門家派遣： チーフアドバイザー/普及（長期 1 名）、業務調整（長期 1 名）、育   種

（短期複数名）等 

 カウンターパート本邦研修： 一般 26 名、準高級 4 名 

 機材供与： 研究用資機材等 

2）ケニア国側 

                                                        
4 普及の試行的活動を効率的に実施するため、KEFRIの地方拠点があるこれら 3 地域を主な対象地とする。 
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 カウンターパート配置（KEFRI 本部及び地方拠点、KFS 本部及び地方拠点） 

 日本人専門家の執務スペース 

 プロジェクト事務所 

 研究施設 

 プロジェクト活動経費 

 

３－３ 上位目標、プロジェクト目標、成果、活動 
(1) 上位目標：ケニア国乾燥・半乾燥地において、優良な種苗を用いた郷土樹種の植林が普及

する。 

指標：ケニア国乾燥・半乾燥地において優良な種苗を用いた郷土樹種が 2,000ha 以上植林

される。 

(2) プロジェクト目標：乾燥地・半乾燥地における郷土樹種の植林促進のために必要な研究能

力及び普及システムが強化される。 

指標：プロジェクト開始後 3 年目以降優良なMelia volkensii の種苗を用いた植林が年間

400ha 以上行われる。 

Acacia tortilis の育種研究計画が策定される。 

(3) 成果及び活動 

成果１：郷土樹種（代表的にMelia volkensii とAcacia tortilis を対象とする）の分子生物学

的研究を実施するためのKEFRI の研究能力が強化される。 

指標： 

1-1 Melia volkensii 及びAcacia tortilis のDNA マーカー5が開発される。 

1-2 Melia volkensii とAcacia tortilis のプラス木ごとの遺伝子型が特定される。 

1-3 遺伝的多様性保全ガイドライン6が作成される。 

活動： 

1.1 緯度・経度、乾燥の程度等に基づいたMelia volkensii、Acacia tortilis の分布を調査・ 

確認する。 

1.2 Melia volkensii とAcacia tortilis の個体群の遺伝的多様性を特定する。 

1.3 Melia volkensii とAcacia tortilis の遺伝的多様性保全ガイドラインを作成する。 

 

成果 2：郷土樹種（代表的にMelia volkensii とAcacia tortilis を対象とする）の育種を実践す

るためのKEFRI の研究能力が強化される。 

指標： 

2-1 Melia volkensii とAcacia tortilis のプラス木が選抜される。 

2-2 Melia volkensii の採種園7及びAcacia tortilis の実生採種林8が造成される。 

2-3 Melia volkensii の優良クローン9が選抜される。 

                                                        
5 DNA 塩基配列上の特定の位置に存在する個体や系統の違いを表す目印となる領域。 
6 遺伝的多様性の低下は近交弱勢の発現や環境変化への適応力の低下等を導く可能性がある。本ガイドラインは、そうした影響

を避けることを目的として、プラス木の選抜及び普及や天然個体の保全に関して注意すべき事項等をまとめるものである。 
7 遺伝的に優れていることが確認されたクローンから優れた形質を確実に受け継いだ種子を効率的に生産するために造成する林。 
8 接ぎ木、挿し木等によるクローン化が難しい樹種の優良個体から種子を採取して実生苗を養成し、造成した採種園。 
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活動： 

2.1 Melia volkensii とAcacia tortilis のプラス木を選抜する。 

2.2 Melia volkensii のプラス木を用いた採種園を造成する。 

2.3 次代検定によりプラス木の成長等を評価する。 

2.4 Melia volkensii のプラス木から、耐乾燥性の強い個体を選抜する。 

2.5 Melia volkensii の採種園を改良する。 

2.6 Acacia tortilis の実生採種林を造成する。 

 

成果 3：Melia volkensii の優良な種苗の供給システムが構築される。 

指標：  

3-1 優良種苗普及ガイドライン10が策定される。 

3-2 優良種苗を生産する苗畑が 15 カ所以上に増加する。 

活動： 

3.1 種子及び苗木の生産・流通等に関する現状分析を行い、レポートを作成する。 

3.2 優良種苗の生産・管理・流通の方法等を取りまとめた優良種苗普及ガイドライン(案)

を作成する。 

3.3 成果 2 の活動により生産された優良種苗を用い、優良種苗普及ガイドライン(案)に沿

って生産・管理・流通等を試行的に実施する。 

3.4  優良種苗普及ガイドラインを作成する。 

 

成果 4：優良な種苗の重要性に関する関係者（他ドナー、NGO、住民等）の意識を高める

仕組みができる。 

指標： 

4-1 （セミナー、ワークショップ、研修など）意識向上イベントが、少なくとも年 2 回

開催される。 

4-2 意識向上イベントの参加者の 80％以上が優良種苗を将来使う意思を持つ。 

4-3 少なくとも 1 つ以上のKEFRI 又はKFS の研修プログラムにおいて、優良種苗の重

要性の普及・啓発を目的とした研修が実施される。 

活動： 

4.1 Melia volkensii の展示林を 3 カ所以上設置する。 

4.2 研修教材を作成する。 

4.3 関係者（他ドナー、NGO、住民等）を対象にした研修及びセミナーを開催する。 

4.4 パンフレット等を作成し、配布する。 

4.5 プロジェクトの成果に基づく第三国研修を行う。 

 

                                                                                                                                                                   
9 遺伝的な要因のみで形質の優劣を比較した結果、１つまたは複数の形質（成長、環境適応性、材質等）において優れているこ

とが確認されたクローン。 
10 成果 1 及び成果 2 により選抜された優良種苗の具体的な生産・管理・流通の方法等を取りまとめたもの。 
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第４章 評価結果  

４－１ 妥当性 
・本プロジェクト実施の妥当性は非常に高い。 

[ケニア国政府の政策/ニーズとの整合性] 

ケニア国最高法規であるケニア国憲法では、環境に関する章を設け、環境保全及び遺伝的

多様性の保持を政府の重要な政策目標として明示している。とりわけ、現在 6.1％11(FAO, 

2010)以下であるケニアの森林被覆率を 10％まで増加させるという目標が記載され、国家森林

政策や国家開発計画Vision 2030 においてもこの目標を 2030 年までに達成することが明記され

ている。また、ケニア国憲法では、環境及び自然資源のケニア国民の福祉への活用する重要

視しており、国家森林政策では、持続可能な森林活用を通じた住民の生計向上を森林セクタ

ーでの目標の 1 つとしている。このように、ケニア国の政策にあっては、環境保全と住民の

生計向上の両立を目指しており、本件は両目標の達成を支援するものと位置づけられる。 

また、国家森林政策における環境保全の要素として、郷土樹種林の保全の重要性が強調さ

れており、本件が対象とする郷土樹種の育種・普及はこの目標達成のために不可欠であると

いえる。 

さらに、2010 年にはNCCRS を策定し、現在「ケニア気候変動アクションプラン」を作成

途中であるなど、気候変動対策にも積極的に取り組んでおり、ASAL での植林面積の増大を上

位目標とする本件は、気候変動対策としても位置づけられる。 

このことから本件はケニア国の国家政策に合致していると判断される。 

 

 [手段としての妥当性] 

JICA はこれまで、ISFP において林業の普及組織体制の強化に係る技術協力を行っており、

現在では林業の普及における人的能力、組織体制の拡充が見られるが、必ずしも質の高い種

苗が供給されないという課題がある。本プロジェクトにより、質の高い種苗の研究・供給及

び普及体制が確立されることで、この課題を克服し、現行の普及システムの基盤を基にした、

より経済性の高い林業及び植林活動が促進されることが見込まれる。 

また、対象樹種の一方であるMelia volkensii は、用材としては高級家具材として高価で取引

され、他方のAcacia tortilis は薪炭用材、燃材として重用されるほか、さやは家畜用飼料とし

て広く利用されており、両樹種の経済的価値は高い。 

以上から、本件の協力手段としての妥当性は高いと判断される。 

                                                        
11 FAO(2010) Global Forest Resources Assessment 2010 <http://www.fao.org/forestry/fra/fra2010/en/> 
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 [我が国援助政策との整合性] 

本プロジェクトは日本の援助政策に合致する。国別援助計画の中で示された 5 つの重点分

野の中の環境保全の項では、乾燥地及び半乾燥地が拡大している状況を防ぐための森林の保

全・造成が取り上げられている。本プロジェクトはこの重点項目の中に位置づけられる。 

 

４－２ 有効性 
本プロジェクトは以下の観点から有効性が期待できる。 

プロジェクト目標を達成するために必要な要素を、研究能力、供給システム、普及システム

のコンポーネントに適切に細かく分析しており、各成果が達成されればプロジェクト目標が達成

される可能性は高い。 

ただし、後述するように普及に係る戦略の強化が求められるため、有効性を確かなものにす

るためには、普及に関する成果の指標を今後更に明確に定義し、適切にモニターすることが望ま

れる。 

 

４－３ 効率性 
本プロジェクトは効率的な実施が期待できる。 

第一に、育種研究にかかわる技術移転に関しては、高度の知識を持った専門家が多数必要と

なるため、成果を達成するために必要に応じて短期専門家をタイミングよく投入することを計画

している。また、育種対象木の成長などを念頭に置いた活動計画となっている。 

第二に、JICA のこれまでの支援で培われたリソースを活用することが可能である。ISFP にお

いて、KEFRI 及びKFS に対し、林業の普及に関する能力強化、組織体制の拡充が目指され、本

プロジェクトにより活用可能なリソースが育成されている。特に、ISFP において形成され、現

在もKFS が支援を継続している林業 FFS グループや農民ファシリテーターも、リソースとして

期待できる。 

ただし、対象種の普及促進を確実にするためには、マーケティングや起業を含めた戦略が必

要であり、今後この分野での活動を追加し、活動計画を精緻化することが必要である。また、他

ドナーとの協力も積極的に模索することが求められる。 

 

４－４ インパクト 
プロジェクトの実施により、ASAL での郷土樹種の植林の促進に資するものと考えられる。 

後述するように、KEFRI 内での育種研究の自立発展性は高く、プロジェクト終了後も、郷土

樹種の育種研究が効果的に継続していくと見込まれる。普及に関しては、KEFRI 内にこれまで

蓄積された経験及びKFS や農業省などとの協働の実績があり、これら機関との協力関係が維持

され、これら協力機関のリソースの活用が確保される限りにおいて、郷土樹種植林の面的拡大は

可能であると考えられる。 

 

[その他のインパクト：社会・経済的インパクト] 

本件の対象樹種であるMelia volkensii は、大規模土地保有農家のみならず、小規模土地保有

農家によっても農林複合経営として植樹されることが見込まれ、これら小規模農家の収入向
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上を通じて、ケニアにおいても貧困層の多いASAL 地域での貧困軽減に資するものと考えら

れる。 

また、ケニアでは現在国民の大半が薪炭材をエネルギー源として利用している中、燃材と

して広く利用されているAcacia tortilis の育種研究は、将来の燃材の供給増に資するものと考

えられる。 

 

[その他のインパクト：技術的インパクト] 

本プロジェクトにおける研究成果が第三国研修へ組み込まれる可能性及び研究成果の論文

などにより公表される可能性が高く、獲得された技術・知識がプロジェクト外へ拡散する見

込みがあると考えられる。 

 

４－５ 持続性 
KEFRI の研究職スタッフの育種研究に対するモチベーションは高く、本プロジェクトにおい

て獲得された育種研究能力を他の樹種にも適用し、継続して育種研究を行う意向である。また、

普及に関しても、KEFRI 内でこれまで蓄積された経験及びKFS や農業省などとの協働の実績が

あり、本プロジェクトにおいて選抜された質の高い種苗が持続的に普及されていく可能性は高い。

また、KEFRI はこれまで安定的に予算を確保しており、今後も引き続き現在と同規模の研究・

普及活動を実行するために必要な予算を確保できる見込みである。表６と表７は、過去の

KEFRI での過去の予算規模及び将来の予算規模の予測であるが、継続的活動の基となる

Recurring 予算規模はこれまで順調に伸びており、今後も安定的に推移する見込みである。 
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表６ KEFRI 予算（Mil US$) 

2008/09 2009/10 2010/11
Recurrent 8.9 10.0 12.0
Development 3.2 3.0 3.0
Total Expenditure 12.1 13.0 15.0  

 

表７ KEFRI 予算（Mil ケニアシリング) 

2010/11 2011/12 2012/13（予測） 2013/14(予測）

Recurrent 817.0 828.4 892.4 1041.5
Development 44.0 57.0 44.0 54.0
Total Expenditure 861.0 885.4 936.4 1095.5  
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